
あ行

アウトリーチ

援助が必要であるにもかかわらず、自発的に申し出をしない人々に対して、積極的に働き

かけて支援の実現をめざすこと。訪問支援。

インクルーシブ教育

障害のある子どもを含むすべての子どもが共に学ぶ仕組み。

用語の解説

インフォーマルサービス

家族、近隣、ボランティアなどによる制度化されていない支援のことをいう。

カ、イ子

基幹相談センター

身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の相談支援に関する業務を総合的に行うこ

とにより、現在の相談支援体制の強化を図るごとを目的としている。

具体的な役割としては、総合的な相談や専門的な相談支援を行うほか、支援困難なケース

への対応、地域の相談支援事業所間の調整、障がい者に対する虐待防止や権利擁護、地域移

行・地域定着に関して、入所施設や精神科医療機関への働きかけ、地域の受け入れ体制の整

備に係るコーディネートなどがある。

②

権利擁護

疾病や障がいのため、自らの権利や介護、援助の二ーズを表明することが困難な人に代わ

つて、その権利や二ーズ表明を行うこと。また、弱い立場にある方の人権侵害(虐待や財産侵

害など)を防ぐこと。

合理的配慮

障がいのある人が日常生活や社会生活を送る上で妨げとなる社会的障壁を取り除くため

に、状況に応じて行われる配慮。筆談や読み上げによる意志の疎通、車いすでの移動の手助

け、学校・公共施設等のバリアフリー化など、過度の負担にならない範囲で提供されるべき

ものをいう。

子育てサロン

地域の公民館、集会所などを活動拠点として、子育て中の親子同士が身近な地域で気軽に

交流し、情報交換ができる場。



コミュニティソーシャルワーカー(C SVV)

地域において支援を必要とする住民に対して、地域とのつながりや人間関係など本人を取

り巻く環境を大切にした支援を行う相談員。本町には各小学校区に2名・合計8名が配置さ

れている。

さイテ

社会福祉協議会

社会福祉法に「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と規定され、社会福祉法人

として中立性・公共性が高く、民間組織として地域福祉活動を行う組織。

障害者差別解消法

耶章害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の通称。

障害者基本法の基本理念に沿って、障害を理由とする差別を解消するための措置などにつ

いて定めた法律。障がいのある人に対する不当な差別的取扱いを禁止し、行政機関や事業者

に対して合理的配慮の提供を求めている。平成28年(2016)4月施行。

/1寸也域福祉ネットワーク活動

字・自治会を単位に地域の住民が主体となって、地域で気になる高齢者や障害者、子育て

世帯を見守り、支えあう活動。

情報バリアフリー

とこでは「情報アクセシビリティ」を表している。(アクセシビリティとは、情報システ

ムの利用しやすさを表す言葉。)

アクセシビリティという単語が一般的でないのでより分かりやすい表現とした。

スクールソーシャルワーカー

児童・生徒が学校や日常生活での悩み(いじめ、不登校、非行、生活困窮)などについて、

家族や友人、学校、地域のほか、医療機関や児童相談所等の関係機関と連携して問題解決に

導く支援を行う。

セーフティネット

安全網のこと。社会福祉関係では、障がいや病気、介護、失業等の際にも、生活を損なわ

ずにその安定を図る社会保障などが該当する。

成生佐^
認知症や知的障害、精神障害などにより判断能力が低下した方々の財産管理や契約行為等

をサポートする制度。本人の状態にあわせて「後見」「保佐」「補助」に分類し、本人を保

護する。
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成年後見人

成年後見制度において、定められる後見人のうち、親族以外の社会福祉協議会などの福祉

機関あるいは弁護士、司法書士などの法律職種等、第三者の後見人のこと。

ナこイテ

特定健診

生活習慣病予防のために健康診査・保健指導を行う。 40~74 歳の健康保険加入者(被扶養

者を含む)を対象に、医療保険者(国保、協会健保、組合健保等)が実施する。

特別支援教育

特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒がいるすべての学校で実施される教育。学習障

害(LD)、注意欠陥多動性障害(AD/HD)、高機能自閉症等の発達障がいの子どもたちも

対象とし、障がいによる学習や生活上の困難を克服するために、適切な指導や支援を行う。

平成 19年4月、学校教育法で位置づけられた。

なイテ

日常生活自立支援事業

認知症や知的障害等で判断能力が不十分な方の福祉サービスの利用援助や、

管理・重要書類等の預かり・保管などの支援を行い、権利擁護を図る事業。

障がい者と健常者とは、お互いが特別に区別されることなく、社会生活を共にするのが正

常なととであり、本来の望ましい姿であるとする考え方。また、それに向けた運動や施策な

ども含まれる。

は行

バリアフリー

障がい者等が社会生活をしていく上で障壁(バリア)となるものを除去(フリー)するとい

う意味。もともとは、建築用語として登場し、建物内の段差の解消など物理的障壁の除去と

いう意味合いが強いが、本計画では、障がい者の社会参加を困難にしている物理的、社会的、

制度的・心理的なすべての障壁(バリア)を除去するという意味で用いている。

避難行動要支援者

災害時に自力での避難が難しく、第三者の手助けが必要な高齢者、障害者、難病患者など

の災害弱者。2014年(平成26)4月に施行された改正災害対策基本法で、避難行動要支援者の

日常的な金銭
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避難を迅速・円滑に進め、命の危険から守る支援制度がスタートした。かつては「災害時要

援護者」とよばれた。

福祉協力員

福祉協力員は社会福祉協議会会長が委嘱するボランティア(無償)で、民生委員

とともに、地域で困っている方の相談支援者として活動している。

ファミリーサボートセンター

「子育ての応援をしてほしい人(おねがい会員)」と「子育てのお手伝いできる人(サポート

会員)」が会員登録し、相互援助による支えあい・たすけあいを行う会員組織。

プラットフォーム型

列車へ乗り降りする場所を示すことから、最近は「士台・基盤」という意味合いで使用さ

れるようになってきた。様々な人やグループ、企業、団体、機関が、組織や地域等の枠を超

えて、参加したいときや必要なとき、それぞれ参画する仕組みをプラットフォーム型という。

ボランティアセンター

ボランティア活動を希望する方を登録し、ニーズにあわせて斡旋するとともに、ボランテ

イア活動の振興をめざした各種養成講座や研修会の実施などに取り組む機関。

ま行

まちづくりサポートセンター

日々の生活の中で支援が必要な方(依頼会員)と支援ができる方(提供会員)が会員登録し、

住民相互の支えあい・助けあいの活動を行うための機関。

民生委員・!,見童委員

民生委員法に基づき各市町村に配置された民間奉仕者(無報酬のボランティア)。住民の立

場に立って相談に応じ、彪、要な援助を行い、また適切な支援やサービスへの「つなぎ役」の

役割を果たしている。

j見里委;員

わイ子

「我が事・丸ごと」の地域づくり

我が事=隣近所の他人事を「我が事」と思って捉え行動する。

丸ごと=困りごと等について、縦割りではなく分野を超えて「丸ごと」捉え、総合的な相

談や支援を行う。
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